III.　県央地場・地域産業活性化のための課題 : 情報化時代における「革新的企業」群形成と産・学・官協力 by 蛯名, 保彦
Ⅱ.県央地場 ･地域産業活性化のための課題一情報化時
代における ｢革新的企業｣群形成と産 ･学 ･官協カー

































































































































































































































































































































































































































































































































(2) 地域産業政策の課題- ｢革新的企業｣群形成と産 ･学 ･官協力
さらに地域産業政策の課題としては､(イ)N.B企業及びV.B企業支援政策 (注21)を展開すること､



















































































































































































することをも含む｡すなわち ｢情報技術｣は､上述した ｢知識の成文化｣を ｢伝播コストの
画期的低減｣に結び付けることによって､企業の取引関係を変えるのみならず生産システム
自体を工場における従来型の "物的'生産システムからコンピュータ･ネットワークによる

































































































(岡本義行 ｢北イタリア強さの秘密- 『小企業連合』が国際競争力を生む-｣ [日経ビジネ
ス1996年1月22日]p.89-91参照)｡































































]｢産 ･学 ･官協力｣問題もこうした ｢再配置｣の一環として位置ずけるべきであるという主
張がそれである (米本昌平 ｢研究と政治の結びつく先進国をめざせ｣[中央公論<1996年12
月号> p.94-103参照)0｢産 ･学 ･官協力｣を権力構造の転換に結び付けることの是非はこ
こではさておくとしても､少なくとも日本が知的資源投入如何が社会的意志決定システムの
あり方を大きく左右するような社会にようやく辿り着きっっあるのだと認識するとすれば､
知的資源の再配置に深く関わっている ｢産 ･学 ･官協力｣が日本の意志決定システムのあり
方にも繋がるということを一概に否定すべきではないであろう｡そうした観点からすれば






地は主として金属製品 ･機械産業 (三条 ･燕地域)､繊維産業 (五泉 ･見附 ･加茂地域)､木工 ･家具業
(加茂地域)等からなる｡ そこでこれらの業種 ･産業及び産地について順次取り上げてみよう｡
















































































それでは､｢情報化 ･ソフト化 ･サービス化｣とそれに乗った ｢知識集積型産業｣構造への移行
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このことは､新潟県においては ｢情報化 ･ソフト化 ･サービス化｣の恩恵に浴しているのは専ら
新潟圏であり､今後同県において想定されるインターネットの急速な進展もまた新潟圏を中心にし
て展開される可能性が強いということを示唆している｡とするならば同圏の優位性は益々高まり､
その結果 ｢情報技術融合型産業｣や ｢知識集積型産業｣の形成 ･発展もまた新潟圏に集中する可能
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性が高いということになる (注26)0
従って､三条 ･燕地域における ｢情報技術融合型産業｣構造への移行や ｢知識集積型産業｣の発
展さらにはそれらを背景とする ｢革新的企業｣群形成にとって､一方で新潟圏が持っ ｢情報拠点性｣




燕地域の知的インフラ整備と ｢革新的企業｣群形成のための産 ･学 ･官協力の必要性が改めて強調
されなければならないのである｡







































































(ロ)品質の向上 (同59.6%)､(Jt)技術力向上 (同49.2%)､(I)新鋭設備を導入する (同47.7%)､(ホ)経営




























第3節 木工 ･家具業 (加茂地域)
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1.停滞を続ける木工 ･家具業





















































































1037億円 (同)に対して一般機械器具は235億円 (同)､電気機械器具は79億円 (同)に過ぎ
ない (稚谷福男 ｢地場地域産業の構造変化分析｣[新潟経営大学 『県央地域地場地域産業活
性化方策の研究一問題点整理のための基礎的研究一卦1996年2月]p.39-40より)0
(注2)新潟県商工労働部 『新潟県の商工業 (平成8年版)』 p.96より｡
(注3)同上｡












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































( )は比率 単位 :%
1 2 3 4 5
全 体 低価格化 (71.0)販売先不振(65.5)商品多様化(58.4)多頻度小口(54.6)輸入品流入 (31.5)
I - 4 人 低価情化(83.3) 多頻度小口 輸入品流入 経路短縮 (33.3)
版.;i.先不振 (83.3) (55.6) (38.9) 小売再編 (33.3)
5 - 19 人 販亮元不振(68.4)低価格化 (64.5)商品多様化 (60.5)多頻度小口(55.3)小売再編 (28.9)
20 - 49 ^ 商品多様化(68.9) 低価格化 (64.9)多頻度小口(59.9)販売先不振 輸入品流入(37.8)
50 人 以 上 低価格化 (82.6)販売先不振(58.7)多頻度小口(54.3)商品多様化.(50.0)慣行見直し(34.8)
繊 維 品 低価格化 (80.0)販売先不振 商品多様化-(53.3) 経路短縮 (46.7)小売再編 (33.3)
衣服身の回り品 販売先不振 低価格化 (66.7) 多頻度小口 商品多様化
(81.0) 輸入品流入(66.7) (57.1) (54.8)
堤 .水 産 物 販売先不振(77.8)低価格化 商品多様化(63.9) 多頻度小口(61.1) 小売再編 (25.0)
食 料 .飲 料 低価格化 (67.9)商品多様化(66.1)多頻度小口 販売先不振(58.9) 小売再編 (30:4)
家 具 .建 販売先不振(77.8) 多頻度小口 商品多様化 輸入品流入
具 ..什 器 低価格化 (77.8) (66.7) (55.6) (44.4)
医 薬 品 .低価格化 (76.9)慣行見直し 県外卸参入 販売先不振(38.5)化 粧 品 (69.2) (46.2) 多頻度小口(38.5)
















































一 人 当 た リ 年間 個人消艮支出
(託 等 霊 験 L3.0
一 人 当 た リ 年間
個 人 消 貝 支 出 25 万
^ JT
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住宅関連 13.4 23.8 3.4
情報 .通信関連 3.2 25.3 12.9
エネルギー関連 0.1 0.6 -9.3
環境関連 7.1 20.3 6.1
医療 .福祉関連 2_.6 7.8 6.7
新流通 .物流関連 9.1 38.6~ 8.8
生活文化 .余暇 .自己実現活動関連 10.7 20.4 3.9
都市環境整備関連 3.9 9.9 5.7
国際化対応関連 0.1 0.5 8.6
人材流動化 .育成関連 1.8 6.4 7.8





成長 ./新規事業分野 市場規模 (単位 :億円)
1993年 2010 平均成長率(%)
映像関連 2,774 36,033 16.3
マルチメディア機器 1,606 9,251 10.8
.次世代テレビ 395(92年280) 6,320 17.7
映像主体型尋ルチメディアサービス 774(92年604) 17,582 早0.2
映像通信サ-ビス - 2,880 -
情報伝送関連 6,241 41,257 ll.8
メ広帯域通信端末 388(91年250) 27,600 28.5
移動体通信端末 4,000 5,900 2.3､
無停電電源 650 1,717 5.9
デ-夕主体型マルチメディアサ-ビス 1,204(92年1,053) 6,040 10.0
情報処理 .蓄積 8;193 113,512 16.7
統合化オフィスシステム 0 33,400 -
サーバ専用マシン 390 3,960 14.6
PDA(携帯情報端末) ＼150 2,500 18.0.
ICカ-ド 140 528 8.1
LAN(八一 ド/ソフト/サービス) 4,910 53,430 15.1
電子出版 1621(92年108) 7,680 25.5
データベースサ-ビス 2,441(92年2,11) 12,014 9.8
インフラ関連 14,878 62,610 8.8
B-ISDN 0 10,080 -
加入者網光ファイバー化 0 3,690 -
ATM交換機整備 0;) 6,390 -
移動体通信網 -2,530(92年2,00) 8,250 7.2
-CATV(双方向を含む) 877(92年714) 10,080 15.4
設備費用 522(92年451) 1,048 4.2
基本サービス 355(92年26) 9,032 21.0










1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ll 12 13 14
節 マ中 中 市 商 原 生 物 受 営 広 財 人 その他
規事莱 長ーケ期Tイ 長期質蘇 場●顔客 口ロ口企画●材料 産管 疏管 症●出 莱●販-=ヒ. 報●務●事●労
企 ン ul､汁 調 開 潤 ノし管 ,A三言 .会 務管
画 グ 画 査 発 逮 理 哩 荷 哩 計 計 哩
金属製品製造業型 造業食品輸送業産業機嘩 × × ○ ○●○ ○ ○●○_●× ×●〇､●
半導体製造業コンクリ-卜製品金属製品製造業電子部気 ○ ○●●○ 〇●■○ ○ ○ ○● ○●×○ ○.×_
精密機械製造業食品製造業絹織物製造業建設業電気 × × × ●●× × × × ●●○. × ×× × ○ ○ ○~ _○ ○


































































0 0.5 I.0 l.5 2.0 2.5 3.0 3.54.0
昭 和 61 年
















198586 87 88 89 90 9 1 92 93 94
(3) 輸入比率の推移
(輔枚)
6.0 5.8 5.4喜 4.0
1985 86 87 88 8990 9192 93 94
(出所/資料 9-12:ニット工連)
1985 86 87 88 89 90 91 92 93 94
ニット外衣 27.4 34.8 46.3 53.6 55.1 53.7 57.8 64.2 69.6 74.0
セーター類 42.2 49.0 54.8 65.9 69.4 66.9 72.4 76.5 81.3 86.0
アウターシャツ類 . 17.0 25.0 41.7 50.1 51.9 53.2 56.5 64.1 67.7 69.6
(資料/ニット工業)
(注)輸入比率-輸入数量÷国内市場供給数量 〔生産+輸入-輸出〕
(出所)五泉ニット工業協同組合 『五泉ニットファッション産業活性化事業報告書 (平成7年度)』 p.83より
図表13 加茂地域建具業の市場展開マトリックス





深 耕 特 化 _市場拡大化
●特定市場展○耐寒建具 多 様 化 多 角 化 地域 -ケージ詞 ●首都圏 .′○内装バツ
(出所)新潟県 『加茂建具産地診断報告書』(1989年度)p.39より
-92-
~-~一(周辺の地域 ･産業コンプレックス)
